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1.はじめに 

令和 7 年度税制改正において、子育て支援に関する政策

税制として、子育て世帯に対する一般生命保険料控除の拡

充がされました。 

今回は、生命保険料控除の概要と令和７年度税制改正に

よる変更点について解説します。 

 

2.税制改正前の制度 

生命保険料控除には、生命保険契約等、介護医療保険契

約等及び個人年金保険契約等の契約類型に応じて、それぞ

れ、一般保険料控除、介護医療保険控除及び個人年金保険

料控除が設けられています。また、契約時期の違いにより

新契約と旧契約とに区分され、令和７年度改正前の控除額

は、①から③によって計算した各保険料控除の合計額とな

ります。(ただし、120,000 円が限度額) 

なお、新契約とは平成 24 年 1 月 1 日以後に締結した新

生命保険契約等、介護医療保険契約等及び新個人年金保険

契約等のことを指し、旧契約とは平成 23 年 12 月 31 日以

前に締結した旧生命保険契約等及び旧個人年金保険契約等

のことを指します。 

① 新契約に係る控除額 

 各控除額の計算は下記図表のとおりとなります。 

ただし、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び

個人年金保険料控除の各控除については、それぞれ 40,000

円が適用限度額となります。 

支払保険料の金額(年間) 控除額 

20,000 円以下 支払保険料の全額 

20,000 円超 40,000 円以下 支 払 保 険 料 の 金 額 ×

1/2+10,000 円 

40,000 円超 80,000 円以下 支 払 保 険 料 の 金 額 ×

1/4+20,000 円 

80,000 円超 一律 40,000 円 

 

② 旧契約に係る控除額 

 各控除額の計算は下記図表のとおりとなります。 

ただし、一般生命保険料控除、個人年金保険料控除の各

控除について、それぞれ 50,000 円が適用限度額となります。 

支払保険料の金額(年間) 控除額 

25,000 円以下 支払保険料の全額 

25,000 円超 50,000 円以下 支 払 保 険 料 の 金 額 ×

1/2+12,500 円 

50,000 円超 100,000 円以

下 

支 払 保 険 料 の 金 額 ×

1/4+25,000 円 

100,000 円超 一律 50,000 円 

 

 

③ 新契約と旧契約の両方について保険料控除の適用を受

ける場合 

 新契約と旧契約の両方について一般生命保険料控除又は

個人年金保険料控除の適用を受ける場合の控除額は、上記

の①と②にかかわらず、それぞれ次のアとイにより計算し

た金額の合計額となります。また、この場合における適用

限度額は 40,000 円となります。 

ア 新契約に係る支払保険料について①の図表により計算

した金額 

イ 旧契約に係る支払保険料について②の図表により計算

した金額 

なお、旧契約に係る支払保険料等の金額が 60,000 円を超

える場合に、新契約と旧契約の両方を生命保険料控除額の

対象にすると、適用限度額が 40,000 円となってしまいます

が、旧契約に係る支払保険料のみを生命保険料控除の対象

として計算した限度額のほうが有利になる場合には、旧契

約のみについて生命保険料控除の適用を受けることにより

最大 50,000 円を適用限度額とすることができます。 

 

3.税制改正による変更点 

令和 7年度税制改正では、居住者が 23 歳未満の扶養親族

を有する場合に、新生命保険契約に係る一般生命保険料控

除について、令和 8 年分の所得税の計算に限り控除額が変

更されます。 

変更後の控除額の計算としましては下記図表のとおりとな

ります。 

支払保険料の金額(年間) 控除額 

30,000 円以下 支払保険料の全額 

30,000 円超 60,000 円以下 支 払 保 険 料 の 金 額 ×

1/2+15,000 円 

60,000 円超 120,000 円以

下 

支 払 保 険 料 の 金 額 ×

1/4+30,000 円 

120,000 円超 60,000 円 

旧生命保険契約に係る保険料と新生命保険契約に係る保

険料のどちらも支払っている場合における、一般生命保険

料控除の適用限度額については、4 万円から 6 万円に引き

上げられます。 

ただし、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び

個人年金保険料控除の合計適用限度額については、現行の

12 万円のまま据え置きとなることから、税制改正前の制度

ですでに合計適用限度額に達している方への影響はないた

め注意が必要です。 

 

4.適用時期 

上記の税制改正は、令和 8 年分の所得税の計算について

のみ適用されます。 


